
●JR さいたま新都心駅西口を出て最初のビルです。(進行方向の左側にあります。) 
●JR 北与野駅より徒歩 6 分 

*高崎線・宇都宮線・埼京線の「快速」は、いずれも止まりません。 
*駐車場は有料となっておりますので、なるべく電車をご利用ください。 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

●各種申請書類は、厚生労働省のホームページからダウンロードしてお使いください。 
（「厚生労働省 認定職業訓練実施奨励金」で検索） 

●申請書は郵送又はメールで受付けております。 

●支給申請期間を過ぎての受付けはできませんので、十分にご注意ください。 

 

 

申 請 受 付 ： 平日 10:00～16:00（12:00～13:00 除く） 

電話予約受付 ：   〃 9:00～17:00（    〃     ） 

 

埼玉労働局 職業安定部 訓練課 
TEL：048-600-6288 FAX：048-600-6260 

〒330-6016 さいたま市中央区新都心 11-2 

ランド・アクシス・タワー14 階 

令和元年 10 月開講以降適用版

※R6.4 一部改訂
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 各種様式の書き方／記入例  
 

・認定職業訓練実施基本奨励金（保育奨励金、実習奨励金、情報通信機器） 

支給申請書（様式 A-31） ･･････････････････････････････････････････１５ 

・受講者出欠報告書 総括票／内訳票（様式 A-32）･･････････････････････１６ 

・認定職業訓練実施付加奨励金支給申請書（様式 A-33）･････････････････20 

・認定職業訓練就職者名簿（様式 A-34）･･･････････････････････････････２１ 

・就職状況報告書（様式 A-１4）･･･････････････････････････････････２２ 

・職業訓練受講給付金支給申請書（様式 B-6）･･･････････････････････････２３ 

 

 
 
 
（別添資料） 

□ 支給申請に係る確認書 

□ 奨励金の支給申請に係る提出書類一覧表 

□ 受講者出欠管理の早見表 
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はじめに 

 

 

 認定職業訓練実施奨励金は、厚生労働大臣の認定を受けた求職者支援訓練を適切に行い、かつ、

支給要件を満たす訓練実施機関に対して、訓練実施後に支給します。 

 

 

 

 

 

ただし、次のいずれかに該当する場合は、奨励金の全部または一部を支給しません。 

・ 労働保険料の納付の状況が著しく不適切であったり、過去に偽りその他不正の行為によ

り認定職業訓練実施奨励金の支給を受けた（または受けようとした）場合 

・ 過去 5 年以内に偽りその他不正の行為により、雇用保険法第 4 章の規定により支給され

る給付金の支給を受けた（または受けようとした）場合 

   ※平成 31 年 3 月 31 日以前に偽りその他不正の行為により、雇用保険法第 4 章の規定に

より支給される給付金の支給を受けた（または受けようとした）ことがある場合につい

ては過去 3 年以内 

・ 求職者支援訓練と同一の事業に関し、国から委託費等を受けている（予定を含む）場合 

・ 求職者支援訓練を適切に行ったとは認められない場合 

○認定要件に適合せず、改善指導に従わなかった場合 など 

  ・ 上記以外に、奨励金を不支給とするに足る不正が確認された場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請期限には十分ご注意ください。 
 

 

奨励金の支給対象 

MEMO 各奨励金の支給申請期間を記入しておきましょう 
 

（a）基本奨励金    年  月  日  から   年  月  日 

  （2 回目）    年  月  日  から   年  月  日 

 

（b）保育奨励金    年  月  日  から   年  月  日 

  （2 回目）    年  月  日  から   年  月  日 

 

（c）付加奨励金    年  月  日  から   年  月  日 

 

基礎コース 

実践コース 

基本奨励金（＋保育奨励金） 

基本奨励金＋付加奨励金（＋保育奨励金） 



2 

 

支給単位期間とは  

奨励金の支給額は、訓練期間を 1 か月単位で区切った「支給単位期間」（※1）を用いて算定

します。 

支給単位期間とは、訓練の開始日または各月においてその日に応答する日（「開始応当日」）

（※2）から各翌月の開始応当日の前日までの各期間（※3）に区分した場合の 1 か月単位の期

間です。 

（※１）支給単位期間が 28 日以上か 28 日未満かにより算定方法は異なります。 

（※２）訓練期間内に開始応当日がない月の場合はその月の末日。 

（※３）訓練終了日が属する月の場合は訓練終了日、中途退校者については中途退校日までの

各期間。 

 

 

１．認定職業訓練実施基本奨励金(保育奨励金) 

 

 

基本奨励金は、求職者支援訓練を適切に行った訓練実施機関に支給します。保育奨励金は、訓

練期間中に託児サービスの提供を行った訓練実施機関に支給します。 
 

 

 

基本奨励金（保育奨励金）は、「支給対象期間」（原則として連続する３支給単位期間）（※）

ごとに申請します。（中途退校者については、中途退校日までの期間。）または、訓練期間全体

をひとつの支給対象期間として、訓練終了後に一括して申請することも可能です。 

※訓練終了日を含む場合や 3 か月に満たない場合、２または 1 支給単位期間となることがあ

ります。 

 

 

（3 か月のコースの例） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

支給要件 

支給申請のタイミング 

4/21    ～    5/20 
訓練開始日 

5/21    ～    6/20 
開始応当日 

6/21   ～    7/20 
開始応当日     終了日 

支給対象期間 

支給単位期間① 支給単位期間② 支給単位期間③ 
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支給対象期間の出席率 80％以上 

支給単位期間① 支給単位期間③ 

１支給単位期間の 

出席率 80％以上 

支給単位期間② 

支給額  

 

奨励金の種類 
支給単位期間
における日数 訓練コース 支給額 ※支給対象となる受講者 1 人につき 

基本奨励金 

28 日以上 

基礎コース 6 万円×支給単位期間数 

実践コース 5 万円×支給単位期間数 

28 日未満 

基礎コース 3,000 円×訓練実施日数 ※上限 6 万円 

実践コース 2,500 円×訓練実施日数 ※上限５万円 

 

奨励金の種類 支給額 

保育奨励金 子 1 人につき保育を行う事業に要した経費の額（上限 66,000 円） 

 

 

 

支給対象となるのは、支給対象期間を通算して出席率が 80％以上（※1、2）、または１支給

単位期間ごとの出席率が 80％以上の受講者です。 

 

※１出席日数の端数は切捨てとなります。 

※２支給対象期間を通算した出席率が 80％未満の受講者でも、出席率が 80％以上の支給単位

期間については支給対象となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 3 年 12 月 21 日から令和９年 3 月 31 日までの間に開始した IT 分野の訓練コースについ

て一定の要件を満たす場合に、訓練を適切に行った訓練実施機関に支給する基本奨励金の支給金

額を上乗せする特例措置を設けています。(詳細は別紙リーフレットをご確認ください) 

支給対象となる受講者 

特例措置(IT 分野) 
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支給申請の期限 

 

 

令和４年 12 月２日から令和９年３月 31 日までの間に開始したデザイン分野のうち WEB デザ

インの訓練コースについて、一定の要件を満たす場合に、訓練を適切に行った訓練実施機関に支

給する基本奨励金の支給金額を上乗せする特例措置を設けています。 

（詳細は別紙リーフレットをご確認ください） 

 

 

 

令和５年 12 月８日から令和９年３月 31 日までの間に開始した IT 分野又はデザイン分野のう

ち WEB デザインの訓練コースについて、一定の要件を満たす場合に、訓練を適切に行った訓練

実施機関に支給する基本奨励金の支給金額を上乗せする特例措置を設けています。 

（詳細は別紙リーフレットをご確認ください） 

 

 

 

令和４年 12 月２日から令和９年３月 31 日までの間に開始した e ラーニングコースかつ IT 分

野又はデザイン分野の訓練のうち WEB デザインの訓練コースについて、訓練実施機関がリース

又はレンタル契約等により用意したパソコンやモバイルルーター等の情報通信機器を受講者に

貸与した場合、要した経費の額に対して「情報通信機器整備奨励金」を支給します。 

（詳細は別紙リーフレットをご確認ください） 

 

 

 

令和４年 12 月２日から令和９年３月 31 日までの間に開始した IT 分野又はデザイン分野の訓

練のうち WEB デザインの訓練コース(短期・短時間特例コースを除く）について、一定の要件

を満たす企業実習を実施した場合、「実習促進奨励金」を支給します。（詳細は別紙リーフレッ

トをご確認ください） 

 

 

 

① 3 か月ごとに申請する場合 

訓練開始日から 3 か月を経過する応当日から起算して 1 か月以内 

※支給対象期間が３か月に満たない場合、当該訓練終了日の翌日から起算して１か月以内。

★3 か月ごとに申請した後で、一括申請に変更することはできませんのでご注意ください。 

 

特例措置(WEBデザイン分野) 

特例措置(デジタル分野) 

特例措置(情報通信機器整備奨励金) 

特例措置(実習促進奨励金) 
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② 一括して申請する場合 

訓練終了日の翌日から起算して 1 か月以内 

  ★一括して申請することをあらかじめ伝える必要はありません。 

 

 

別添の「奨励金の支給申請に係る提出書類一覧表」をご確認ください。 

 

2．認定職業訓練実施付加奨励金 

 

 

実践コースを実施した訓練実施機関が基本奨励金を受給し、かつ、その訓練の修了者等の就職

実績（雇用保険適用就職率）が一定水準（35％以上）である場合に支給します。 
 

 

 

奨励金の種類 就職率 
支給単位期間
における日数 支給額 ※支給対象となる受講者 1 人につき 

付加奨励金 

６０％以上 

28 日以上 ２万円×支給単位期間数 

28 日未満 1,000 円×訓練実施日数※上限２万円 

３５％以上 

６０％未満 

28 日以上 １万円×支給単位期間数 

28 日未満 ５00 円×訓練実施日数※上限１万円 

 

 

 

 

 
★上記の式の分母及び分子について、訓練終了日に「65 歳以上の受講者」は除く。 

 

 

 

「就職した者」とは 

 就職した者とは、訓練が終了した日の翌日から起算して 3 か月を経過する日までに、次の１、

２のいずれかに該当する就職をした受講者のことをいいます。 

提出書類 

支給要件 

支給額 

雇用保険適用就職率の算定方法 

修了者のうち就職した者 ＋ 就職を理由とした中途退校者 

修了者 ＋ 就職を理由とした中途退校者 
＝ ×100 

（小数点以下切捨） 

雇用保険 

適用就職率 
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１ 1 週間の所定労働時間が 20 時間以上であり、かつ 31 日以上の雇用見込みである就職 

２ 上記１の労働者を雇用する事業主（雇用保険の適用事業の事業主）となった場合 

 ★認定職業訓練就職者名簿（様式 A-34）により届け出た場合に限られます。 

 

 

訓練の修了者、および就職を理由とした中途退校者 

※訓練終了日まで受講したものの、修了要件を満たさなかった受講者や、就職以外の理由に

よる中途退校者は含まれません。 

※雇用保険適用就職率を算出する上で分母及び分子から除かれる「65 歳以上の受講者」に

ついては支給対象となる受講者に含まれます。 

※雇用保険適用就職率を算出する上で分母及び分子から除かれる「転職せずに訓練を受ける

受講者」については支給対象となる受講者に含まれます。  

 

【自社等就職の場合の取扱い】 

 令和元年 10 月開講以降のコースについては、雇用保険適用の見込みがある労働条件で「自社

等就職」した者について、追加の添付書類（※）を提出いただき、当該内容をもとに労働局にて

「就職した者」に該当するかどうかを判断します。（添付書類の提出がない場合は、付加奨励金

の支給上「就職した者」として算定しません。） 

※労働条件、および 2 か月間の勤務実態がわかる書類（労働条件通知書（写）や出勤簿（写）、

賃金台帳（写）等） 

但し、事業主等の関与によらず、やむを得ない理由で 20 時間未満となった場合は「就職した

者」として算定しますが、当該理由について証明していただく必要があります。 

 

「自社等就職」とは 

自社等就職とは、訓練受講者を訓練実施機関自ら、または訓練実施機関の関連事業主（訓練実

施機関と資本的、経済的、組織的関連性等からみて実質的な一体性が見られる事業主。）に雇い

入れる場合をいいます。なお、訓練実施機関と関連事業主の両者間に実質的な一体性が認められ

る状況は、以下のいずれかの要件に該当する場合とします。 

 １ 資本金の５０％を超えて出資していること。 

 ２ 取締役会の構成員について次のいずれかに該当すること。 

   （１）代表者が同一人物であること。 

   （２）取締役を兼務している者が、いずれかの会社について過半数を占めていること。 

 

 

 

 

 

支給対象となる受講者 
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①雇用保険適用就職率の算定について 

付加奨励金の支給額は、労働局で雇用保険の適用状況を確認した時点で(※)、一般被保険者で

あること（またはあったこと）、または労働者を雇用する事業主であること（またはあったこと）

が確認できた者のみを、就職した者として労働局で再計算した雇用保険適用就職率により算定し

ます。このため、支給申請額と実際の支給額は異なる場合がありますのであらかじめご了承くだ

さい。 

※雇用保険の適用状況の確認は、1 回目は訓練終了日の翌日から起算して４か月経過後に行います。

当該確認により、雇用保険に加入すべき就職であるのに加入されていないことを把握した場合は、

本人の了解の元で事業主に対し加入指導を行います。最終的な確認は、訓練終了日の翌日から起

算して６か月を経過する日に行います。 

 

②「求職者支援訓練に係る就職率確定通知書」(様式 A-10)について 

機構埼玉支部より通知される「求職者支援訓練に係る就職率確定通知書」に記載される雇用保

険適用就職率については、訓練終了日の翌日から６か月を経過した日までに雇用保険の手続きが

終了していない場合でも、雇用保険に加入できる条件で雇用されていることがハローワークで確

認できた場合、その修了者の数が含まれます。このため、付加奨励金の支給に係る雇用保険適用

就職率とは異なることがあります。 

 

 

 

訓練終了日の翌日から起算して 4 か月以内 

 ※訓練終了日から起算して 3 か月以内に就職した受講生から、就職状況報告書を追加で回収

した場合は、上記期間内であれば申請内容の修正をすることが可能です。 

 

 

 

 

別添の「奨励金の支給申請に係る提出書類一覧表」をご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

「雇用保険適用就職率」の留意点 

支給申請の期限 

提出書類 
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3．支給申請の期限について 

 

いずれの奨励金も、支給申請期間の末日が閉庁日であった場合は、翌開庁日が支給申請の期限

となります。 

天災その他やむを得ない理由により申請期間内に支給申請ができなかった場合に限り、当該理

由の止んだ後、7 日以内にその理由を記した書面を添え提出し、労働局がやむを得ない理由と認

めた場合は、期間内に申請があったものとして取り扱うことが可能です。 

 

 

4．支給・不支給決定 

 

申請内容が適正であると認めたときは、基本奨励金支給決定通知書（様式 A-35）または付加

奨励金支給決定通知書（様式 A-37）、保育奨励金支給決定通知書（様式 A-48）により通知し

ます。支給決定から振込みまでには、通常数日から 10 日程度の期間を要します。不足書類等が

ありますと、支給決定が遅れることがありますのでご注意ください。付加奨励金については、訓

練終了後４か月から 6 か月を経過した時点での雇用保険の加入状況を確認した上で支給が決定

しますのであらかじめご了承ください。 

 申請内容が適正であると認められなかった場合は、基本奨励金不支給決定通知書（様式A-36）

または付加奨励金不支給決定通知書（様式 A-38）、保育奨励金不支給決定通知書（様式 A-49）

により通知します。 

 

 

5．書類の保管 
 

会計検査院の検査対象となった場合、総勘定元帳や決算書、出納簿、伝票及び労働者名簿、賃

金台帳等の各関係書類を提出していただくことがあります。各種関係帳簿類については、奨励金

の支給を受けた日の属する年度の翌年度から５か年度の間、適切に保管してください。 

 

 

6．不正受給 

 

 偽りその他不正の行為により、本来受けることのできない奨励金の支給を受け、または受けよ

うとした場合、及び職業訓練の受講給付金の不正受給に関与した場合は、当該不正に係る訓練コ

ース、及びそのコースの開始後に開始されたすべてのコースについて、不支給または支給を取り

消すこととし、既に奨励金を支払った場合はその全額を返還していただきます。 

 さらに詐欺、脅迫、贈賄等刑法に触れる行為があった場合、刑事告発をすることがあります。 
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7．認定の取消について 

 

以下に該当する場合、原則として認定の取消を行います。認定取消が行われると奨励金は不支

給となります。  

 例） 

・認定基準に反する求職者支援訓練を行ったこと。 

・労働局または機構による指導に従わなかったこと。 

・受講希望者が定員の半数に満たなかったこと以外の理由により訓練を中止したこと。 

・受講希望者が定員の半数に満たなかった場合に、訓練中止の申出期限を過ぎてから中止を申し出たこ

と。 

・認定を受けた内容を変更して求職者支援訓練を実施したこと。 

・公共職業訓練、基金訓練等の公的職業訓練を実施した際、国、中央職業能力開発協会等の業務改善指

示に従わなかった実績があること。 

・職業訓練受講給付金の不正に関与した場合や、認定職業訓練実施奨励金を不正に受給した、または受

給しようとした場合。 

・雇用保険法第 4 章の規定により支給される給付金（「雇用関係各種給付金」）を不正受給したまたは

不正受給しようとした訓練実施機関であって、労働局が当該不正に係る給付金について不支給決定し

たまたは支給を取り消したもの。 

・本人の承諾の有無にかかわらず、受講希望者、受講者、退校者または修了者に訓練実施機関が関係す

る他の訓練（公的職業訓練に限らない。）や商品等について情報提供、勧誘、斡旋等のいずれかを行

ったことにより、労働局または機構の指導を受け、これに従わなかったこと。 

・訓練時間内において、受講者へ訓練実施機関、関連会社その他特定企業に係る個別具体的な雇用、職

業紹介または派遣登録に関する情報提供を行ったこと、または、訓練時間外に受講者の意思に反して

これらの情報提供を行ったことにより、労働局または機構の指導を受け、これに従わなかったこと。 

・求職者支援制度の適切な運営上、不適切な広告、案内を行ったことにより、労働局または機構の指導

を受け、これに従わなかったこと。 等 

 

認定が取り消されると、取消日以降、現在実施している訓練を継続できなくなるばかりでなく、

欠格要件に該当し、今後は認定の申請があっても全国または同一都道府県内において永久、また

は一定期間、認定を受けることができなくなります。また、受講者が訓練を修了できずに中止と

なることで、損害賠償請求等が生じるおそれもあります。日頃より、適正な訓練の実施に努める

ようにしてください。 
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8．その他 

 

認定職業訓練実施奨励金については、広く事業主の皆さまからいただいた雇用保険料により運

用されておりますので、制度の適正なご活用をお願いいたします。制度趣旨及び支給要件等に沿

った支給となるよう、労働局が実態を調査・確認をさせていただくこともありますのでご承知く

ださい。  
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（参考）訓練実施日から除外できるもの 

 

基本奨励金の支給申請にあたり、下記の１～6 の理由により訓練を欠席をした受講者について

は、当該欠席日は訓練が行われなかった日として分母の訓練実施日数から控除して出席率を算定

することができます。 

ただし、本取扱いはこれらの理由を証明する書類を労働局に提出できる場合に限ります。 

 

訓練実施日除外理由 必要書類 注意事項 

1 インフルエンザ等の感染

症に感染した場合 

（新型コロナウイルス感

染症含む） 

次のいずれか 1 点以上 

・医療機関または調剤薬局の領収証 

・処方箋袋（薬袋）、 

・薬剤情報提供書（調剤日、薬剤の名

称、用法、用量、効能、効果、相互作

用に関する主な情報が記載された用

紙）、 

・診療明細書、 

及び受講者本人の書面による申告書

(様式 B-18) 

 新型コロナウイルス感染症の

感染者の療養期間（出席停止期

間）については、保健所の指示に

従ってください。 

2 母子家庭の母又は父子家

庭の父の小学校就学中ま

での子の傷病を看護する

場合（同居配偶者等がいる

場合を除く） 

・住民票謄本の写し 

・国民年金証書 

・児童扶養手当の支給を受けているこ

とを証する書類 

・母子父子寡婦福祉法に基づく、貸付

決定通知書等 

この場合の傷病とは、予見できな

かったものを指し、予防接種や健

康診断、定期的な通院は含まれま

せん。 

3 親族の葬儀の場合 ・会葬礼状、死亡診断書等 

・住民票等（故人との関係を証明する

もの） 

親族とは、６親等以内の血族、配

偶者及び、３親等以内の姻族をい

います。 

葬儀には、親族の危篤又は死亡は

含まれません。 

4 大規模な災害が起こった

等により訓練実施施設へ

の通所が困難となってい

る場合 

・被災証明書、罹災証明書等 災害等の影響によって回復する

ために１日以上の時間が必要と

なる場合です。 

人身事故や交通事故等で一時的

に交通機関の運行がストップす

る等の一時的な場合は含まれま

せん。 
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 訓練実施日除外理由 必要書類 注意事項 

5 裁判員等に選任された場

合等 

・裁判所等から送付される呼出状、案

内状等 

受講者本人が当事者であるよう

な刑事または民事訴訟手続にお

ける裁判所への出廷等は含まれ

ません。 

 

 

6 ハローワークに指示され

た求職活動を行う場合 

 

 

 

 

 

 

・面接証明書、就職試験の証明書等（日

付・氏名・試験内容等を事業主が証明

したもの） 

ハローワークの指示で就職面接

等を受ける場合です。 

ハローワークで職業相談や求人

情報の検索等は含まれません。 
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よくある質問とその答え 

 

（答） 

「受講者署名欄」に署名がない場合、署名のない受講者分は算定対象外となります。 

 

（答） 

原則として、受講者が最終日に来校しない場合でも、支給申請書類への受講者署名は必須です。

但し、手を尽くしても署名が得られなかった場合は、支給申請時に、以下の１．から３．を記載

した陳述書（自由様式）に、４．を添えて労働局長に提出していただき、事実を確認できた場合、

基本奨励金の算定対象と取り扱われることがあります。 

１．署名が得られなかった理由 

２．①の場合･･･当該受講者が受講者出欠報告書の出欠状況に相違ないと認めていること 

   ②の場合･･･当該受講者に受講者出欠報告書の出欠状況の確認を得られなかった理由 

３．当該受講者の連絡先 

４．当該受講者への対応等を詳細に記録したもの 

（電話や郵便、メール等の対応を詳細に記録し、必ず書面で残してください。） 

 

（答） 

 ① 様式 A-32 及び別添は、データ入力・管理でも構いません。ただし、必ず「受講者署名欄」

は受講者の直筆で署名しなければならないため、紙で打ち出す必要があります（データ部分と

署名部分は、同じ紙の同じ頁であること。）。 

 ② 中途退校者について、上記のとおり取り扱い、他の受講者と別に管理することとしても構

いません。 

 

 

 

 

Ｑ１ 基本奨励金の支給申請時に、受講者出欠報告書内訳票(様式 A-32:別添)に署名がない

ものがあった場合は、どう取り扱われるか。                                                               

Ｑ２ 受講者出欠報告書内訳票(様式 A-32:別添)の「受講者署名欄」について、 

①「中途退校者が最終日に来校しなかった」場合や、②「中途退校した受講者とその後全

く連絡が取れなかった」ことで署名が得られなかった場合、どのように取り扱われるか。 

Ｑ3 受講者出欠報告書内訳票（様式 A-32：別添）について、次のとおり取り扱ってよいか。 

 ① データで入力及び管理すること（受講者署名欄以外） 

② 中途退校者については、中途退校した日を含む当該中途退校者１人分の受講者出欠報

告書内訳票を作成して本人の署名をとり、他の受講者と別管理とすること。 
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（答） 

支給申請後に当該申請を取り下げた場合、訓練期間全期を支給対象期間とする基本奨励金

の申請は認められません。 

 

（答） 

あらかじめ定められた日を斜線で取り消して、振替えて出席した日を○印とします。 

 

※キャリアコンサルティングの出席管理については、機構埼玉支部資料「別添４」の「求

職者支援訓練を実施するに当たっての質疑応答集」Q1 もご参照ください。 

 

（答） 

「未就職」として届け出られた受講者についての就職状況を労働局で確認することはあり

ません。 

受講者から提出された「就職状況報告書（様式 A-14）」の就職状況が「未就職」の場合、

付加奨励金の支給申請期限までにその後の状況について再度確認することも一考です。その

際に、短期間でも就職したという事実が確認できれば、受講者に改めて「就職状況報告書（様

式 A-14）」の提出を依頼し、これにより回収した就職状況報告書の内容に沿って付加奨励金

支給の申請内容の修正が可能なこともあります。 

 

※なお『受講生と全く連絡がとれなかった』などの理由等により、「就職状況報告書(様式

A-14)」を回収できなかった場合支給申請時に以下の１.と２.を記述した陳述書（自由形式）

を労働局長に提出していただくようお願いします。 

 １.就職状況報告書(様式 A-14)を回収できなかった理由 

 ２.当該受講者への対応等を詳細に記録したもの 

  （電話や郵便、メール等の対応を詳細に記録したもの） 

Ｑ4 ６か月間の訓練について、一度３か月を一支給対象期間として基本奨励金の支給申請

を受理されたが、当該申請を取り下げて６か月を一支給対象期間として再度申請したい。可

能か。 

Ｑ5 受講者が当初定めたキャリアコンサルティングの日を欠席し、別の日に振替えて実施

した場合、受講者出欠報告書内訳票(様式 A-32:別添)はどのように記載すればよいか。 

 

Ｑ6 認定職業訓練就職者名簿（様式 A-34）で就職コードが「10 修了または中退（就職）・

未就職」「14 未回答、追跡不能」であった場合、当該者の就職状況について、労働局で確

認することはないのか。 
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各種様式の書き方／記入例 1 

 2 （様式 A-31） 
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受講者署名欄

日 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

曜日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火

1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 朝霞　太郎 19 19

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 大宮　洋子 19 19

12 ○ ○ △ × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 埼玉　次郎 19 15.5

13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × △ 川口　一郎 16 14.5

14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ × × × ○ ○ 熊谷　花子 19 15.5 78%

15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ ○ 所沢　愛 19 16 84%

16

17

18

19

20

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

(2021.01)

出
欠
確
認
者
氏
名

大宮　洋子

川口　一郎

熊谷　花子

埼玉　次郎

所沢　愛

訓練
日数

出席
日数

支給単
位期間
の出席

率

職員記入欄（該当項目に○を付ける）

出欠状況が事実と相違ない
場合に、受講者本人が署名す
ること。

出席率

8割

以上

通常

支給

中途退校

20日以上

中途退校

20日未満

朝霞　太郎

■訓練科名 ■訓練コース番号

番
号 受講者名

出欠状況

受講者出欠報告書　内訳票（訓練実施基本奨励金支給申請関係書類）（～20人）
　　（令和　XX年　XX月　２１日～令和　XX年　XX月　２０日分）

■訓練実施機関名 ■訓練実施機関番号

記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い

【番号】
「受講者名簿（様式A-28：別添1）」にお

いて付番された番号の順に記載してくだ
さい。なお、中途退校者についてもすべ
てのページに記載してください。

【出欠状況】

・全時限(コマ)出席 → ○

・１実施日における訓練時限(コマ)数の２分の１以上を受講→△
・上記以外 → ×

【受講者署名欄】
１枚ごとに受講者本人の署名が必要です。

【訓練日数】

受講者が出席すべき訓練日数を記載してください。

【出席日数】
受講者が出席した日数を記載してください。

【支給単位期間の出席率】
支給対象期間の出席率が80%未満の場合、各支給単位期間毎に出席率を算定し

記載してください。なお、出席日数に端数がある場合は、端数を切り捨てた後、出席
率を算定してください。 （例）熊谷さん １５/１９×１００＝７８．９％

【期間】

・当内訳票は、支給単位期間ごとに1枚作成します。

・日付は、暦通り、訓練のない土日祝日等も含めて記入してください。

★記入方法については、機構埼玉支部の資料、「求職者支援訓練を実施するに当たっての留意事項」の 30 ページもご参照ください。 

（様式 A-32：別添） 

書き損じなどの場合は、再作成せず、 

二重線などの修正でご対応ください。 

1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6

1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × × × × ×

13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

16

17

18

19

20

出席 欠席 遅刻 早退

○

※講師、事務担当者欄について、確認を行った講師、事務担当者が押印又は署名の記載を必ずすること。

事務担当者 講師 事務担当者事務担当者 講師 事務担当者 講師 事務担当者 講師
記
載
例

講師 事務担当者 講師 事務担当者 講師

川口　一郎

熊谷　花子

所沢　愛

大宮　洋子

埼玉　次郎

〇月　２７日（　日　）

朝霞　太郎

番号 受講者名

出　　席　　状　　況

備考欄〇月　２１日（　月　） 〇月　２２日（　火　） 〇月　２３日（　水　） 〇月　２４日（　木　） 〇月　２５日（　金　） 〇月　２６日（　土　）

出　　席　　簿　（令和　〇〇　年　〇　月　21　日　～　令和　〇〇　年　〇　月　27　日分）

■訓練番号 ■訓練科名 ■訓練期間　令和 〇〇 年 〇月 21 日　～　令和 〇〇 年 〇月 20 日 １　　　頁

印 印 印 印 印 印 印 印 印 印

（様式 A-20） 
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受講者署名欄

日 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

曜日 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金

1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 朝霞　太郎 23 23

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 大宮　洋子 23 23

12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ 埼玉　次郎 23 21.5

13 〇/15　中途退校

14 ○ ○ ○ × △ △ 熊谷　花子 6 4 66%

15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × ○ ○ ○ ○ ○ 所沢　愛 23 19

16

17

18

19

20

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

出
欠
確
認
者
氏
名 (2021.01)

大宮　洋子

川口　一郎

熊谷　花子

埼玉　次郎

所沢　愛

訓練
日数

出席
日数

支給単
位期間
の出席

率

職員記入欄（該当項目に○を付ける）

出欠状況が事実と相違ない
場合に、受講者本人が署名す
ること。

出席率

8割
以上

通常

支給

中途退校

20日以上

中途退校

20日未満

朝霞　太郎

■訓練科名 ■訓練コース番号

番
号 受講者名

出欠状況

受講者出欠報告書　内訳票（訓練実施基本奨励金支給申請関係書類）（～20人）
　　（令和　XX年　XX月　２１日～令和　XX年　XX月　２０日分）

■訓練実施機関名 ■訓練実施機関番号

記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い

【受講者署名欄】

中途退校者の場合は、最終日までの署名をもらっ
た後は、「 月 日 中途退校」と記載してください。

（様式 A-32：別添） 

（2つ目の支給単位期間の記入例） 
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受講者署名欄

日 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

曜日 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日

1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 朝霞　太郎 20 20

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 大宮　洋子 20 20

12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ 埼玉　次郎 20 19.5

13 〇/15　中途退校

14 〇/28　中途退校

15 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ 所沢　愛 20 14 70%

16

17

18

19

20

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

労
働
　
一
郎

出
欠
確
認
者
氏
名 (2020.01)

大宮　洋子

川口　一郎

熊谷　花子

埼玉　次郎

所沢　愛

訓練
日数

出席
日数

支給単
位期間
の出席

率

職員記入欄（該当項目に○を付ける）

出欠状況が事実と相違ない
場合に、受講者本人が署名す
ること。

出席率

8割
以上

通常

支給

中途退校

20日以上

中途退校

20日未満

朝霞　太郎

■訓練科名 ■訓練コース番号

番
号 受講者名

出欠状況

受講者出欠報告書　内訳票（訓練実施基本奨励金支給申請関係書類）（～20人）
　　（令和　XX年　XX月　２１日～令和　XX年　XX月　２０日分）

■訓練実施機関名 ■訓練実施機関番号

記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い

【受講者署名欄】

中途退校者の場合は、最終日までの署名をもらっ
た後は、「 月 日 中途退校」と記載してください。

記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い

（様式 A-32：別添） 

（3つ目の支給単位期間の記入例） 
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免除者

1

2

10

11

12

13

14 ○

15

16

17

18

19

20

（※）・受講者数が20名ごと、支給申請を行う期間ごとに本報告書１枚を使用してください。

　　　・「受講者名」は、訓練開始後１週間以内に提出する受講者名簿において付番する番号の順に記載してください。
　　　・「総訓練日数」は、受講者が出席すべき訓練日数（出席管理の対象となる日。中途退校者については、退校日までに出席

　　　　すべき訓練日数）を記載してください。なお、「総訓練日数」は「内訳票」の「訓練日数」の総計となります。

　　　・「総出席日数」は、１実施日における訓練の総時限数の２分の１以上に相当する部分を受講したものについては、２分の１日
　　　　分受講したものとして取り扱うこと。訓練を受講した日に２分の１日分受講したものとして取扱う日を加えて算出した出席日数

　　　　に端数が出た場合には端数は切り捨てること。
　　　・「出席率」は、当該支給申請を行う期間（３か月ごと又は全訓練期間）の率（中途退校者については、退校日までの当該期間に

　　　　おける出席率）とし、小数点以下は切り捨てます。
　　　・⑥の欄は、⑤の「支給対象期間の出席率」が８割未満の場合のみ記載してください。支給単位期間は１か月単位です。

　　　・免除者欄については、職業能力開発講習の受講免除者に該当する場合に、「○」を記入してください。

(2021.01)

87.0%1416

2

熊谷　花子 川越

62 56 90.0%

0

川口　一郎 熊谷

25 19 76.0%

埼玉　次郎 所沢

所沢　愛 草加 62 49 79.0%

大宮　洋子 浦和 62 62 100.0%

62 100.0%

■訓練科名

■訓練コース番号

番号
①受講者名

②就職支援計画を作
成した公共職業安定

所
③総訓練日数 ④総出席日数

⑤支給対象期
間の出席率

⑥支給対象期間
の出席率が８割
未満の場合、出
席率８割以上の
支給単位期間の

数

朝霞　太郎 大宮 62

受講者出欠報告書　総括票（訓練実施基本奨励金支給申請関係書類）（～20人）
　（令和　年　月　日～令和　年　月　日分）

■訓練実施機関名

■訓練実施機関番号 支給対象期間を記載してください。

【⑤支給対象期間の出席率】

④総出席日数 ÷ ③総訓練日数 × 100 ＝ ○○% （小数点以下切捨て）

【⑥支給対象期間の･･･の数】

「⑤支給対象期間の出席率」が80%未満の場合のみ記載してください。

支給単位期間は１か月単位です。

【④総出席日数】

支給申請期間の内訳票の「出席日数」を総計して、「0､5日」の端数が生じた場合は切捨てます。

様式 A-32（総括票） 
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労働局長　殿

－ － － － －

レ

－

（ ） （ ）

（注３）様式A-34の「雇用保険適用就職率」を記入してください。

　　　　労働局において確認した雇用保険の適用状況をもとに計算した就職率によって支給決定を行いますので、

　　　　ご承知おきください。

　　    自社等就職の場合、労働局にて雇用保険適用就職率を算定するに当たって、自社等就職した者の労働条件や

　　　　勤務実態が分かる書類（労働条件通知書(写)や出勤簿(写)、賃金台帳（写）等）を提出していただく必要があり

　　　　ます。上記労働条件が分かる書類及び 、勤務実態が分かる書類（雇い入れから２か月間の勤務実態が分かる

　　　　もの）については求職者支援訓練の終了した日の翌日から起算して６か月を経過する日までの間に提出して

　　　　ください(提出がなされない場合、雇用保険適用就職率の算定において就職した者として算定しません)。

         なお、勤務実態について、契約期間中の週労働時間が20時間あるかどうか確認しますが、特段の事情により

　　　　20時間未満となってしまった場合は、当該理由について証明していただく必要があります。

　　　　（令和１年10月１日開講コースより）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　(2021.01)

（注１）様式A-34の「付加金対象者」欄に○が付いている受講者数を記入してください。

（注２）様式A-34の「自社等就職者」欄に○が付いてる受講者数を記入してください（令和１年10月１日開講コースより）。

　　　　自社等就職とは、訓練受講者を、訓練実施機関自ら、又は訓練実施機関の関連事業主（訓練実施機関と資本

　　　　的、経済的、組織的関連性等からみて実質的な一体性が認められる事業主をいう。）に雇い入れる場合をいう。

　　　　なお、訓練実施機関と関連事業主の両者間に実質的な一体性が認められる状況は、以下のいずれかの要件

　　　　に該当する場合とします。

　　　　１　資本金の50％を超えて出資していること。

　　　　２　取締役会の構成員について次のいずれかに該当すること。

　　　　（１）代表者が同一人物であること(個人事業主である場合も含む)。

　　　　（２）取締役を兼務している者が、いずれかの会社について過半数を占めていること。

　　　　※疑義が生じた場合、労働局へお問い合わせください。

フリガナ

口座名義

※　申請期限内に、訓練実施施設の所在地を管轄する都道府県労働局職業安定部訓練課（室）に

　提出しないと奨励金は支給できません。

訓練実施機関
振込先（注４）

金融機関コード 店舗コード

口座番号

銀行 本店・支店 普通・当座
通知・別段

※　就職者名簿（様式A-34）、認定職業訓練に係る就職状況報告書（様式A-15）の写し及び修了者等（就職を理由

　として中途退校した者を含む）からの就職状況報告書（様式A-14）の写しを添付してください。

訓練実施機関

実施機関番号

実施機関名

代表者氏名

所在地

〒

担当者連絡先

担当者名 部署

電話番号

メールアドレス

自社等就職者数 1 人 （注２）

就職率 60 ％ （注３）

XX

支給対象者数 8 人 （注１）

XX 日 ～ 令和 XX

訓練コース 実践コース

訓練科名 ○○○科

訓練期間 令和 XX 年 XX 月 月 XX 日年

のとおり申請します。また、当該申請書及び添付書類の記載内容について相違ありません。

　なお、自社等就職者の雇用状況の確認を労働局が行う場合には協力します。

訓練コース番号 X XX XX XX XX XXXX

埼玉
令和 XX 年 XX 月 XX 日

令和 XX 年 XX 月 XX 日 に認定を受けた訓練を適正に実施し、付加奨励金の支給を受けたいので、以下

様式A-34の「付加金対象者」の欄の○が付いている

受講者数

（訓練修了者＋就職理由による中途退校者）

様式A-34の雇用保険適用就職率を記入してください。

「自社等就職者」（※5ページを参照）の人数を記入

してください。

様式 A-33 
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様式A-34（表面）

1 9 1 5

2 10 2 6

3 12 3 7

4 14 4

年 月 日 5

年 月 日 8 1 5

年 月 日 2 6

年 月 日 15 3 7

4

1 3

2 4 1 2

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

受講者計 名 基礎コース

名

名

名

名

名 ＝ 実践コース

名

就職者計 名

うち、１日以上７日未満の就職 名

うち、就職者計（雇用保険適用） 名

名

名

名

実習先事業所への就職

関連就職コード表

雇用保険未加入雇用者 雇用保険未加入事業主
訓練に関連した
就職である

訓練に関連した
就職でない

その他の就職 ハローワーク 訓練実施機関への就職

就職コード表 ２（就職以外の理由による中途退校者及び未修了者） 民間職業紹介会社 友人・知人の紹介

中退（就職以外）・未修了 新聞・雑誌等求人広告 その他

１日以上７日未満 ６ヶ月以上１年未満

７日以上31日未満 １年以上

31日以上４ヶ月未満 期間の定め無し

４ヶ月以上６ヶ月未満

就職経路コード

1

3 2

○

○2

1

女
4
7

修了

中退

1

修了

9修了

1
○
○

1

1
1 1

1

雇用契約期間コード表

自営

アルバイト

パート 修了・公共職業訓練受講

派遣

正社員

未回答、追跡不能

契約社員

付加金
対象者

雇用期間
コード

雇用保険コード表

雇用保険被保険者 雇用保険適用事業主

（※）確認欄

 個別報告書の有無

ＪＣ
作成支
援

受講金
雇用契約
期間コー

ド
被災者

○

ハロー
ワーク
紹介

コード

関連
就職

コード

1 ○

65歳
以上

＜調査時期　訓練終了後３か月後調査＞

訓練開始日　　

訓練終了日　　 令和

〇

性別

訓練実施機関番号

訓練科名

訓練コース名

〇

〇 〇

就職状況調査締切日　　

就職状況報告締切日　　

修了・
中退

氏名

〇令和

〇

〇

訓練実施機関名

訓練番号

雇用保険
コード

自社等
就職者

1 1

熊谷　花子
埼玉　次郎

川口　一郎 58
50女

大宮　洋子 オオミヤ　ヨウコ

男

男

25女
1中退カワグチ　イチロウ

クマガヤ　ハナコ

サイタマ　ジロウ

朝霞　太郎 40男アサカ　タロウ

〇

〇

令和

〇

年齢カナ

修了

〇

〇

令和

1

就職
コード

所沢　愛
30
45トコロザワ　アイ

分母のうち就職者-７日未満の就職

修了者＋
中途退校者

（就職理由）
うち、就職

4

3

修了者＋中途退校者（就職理由）－実践コース又は公共職業訓練受講中の者又は受講確定者

1

うち、中途退校者(就職理由）

うち、中途退校者(それ以外）

うち、修了者

参考指標（その他就職率）:

分母のうち就職者-７日未満の就職

うち、公共職業訓練受講中の者又は受講
確定者（就職コード『8』の者） 0

＝

分母のうち就職者（被保険者＋適用事業主（65歳以上の者を除く））

認定職業訓練就職者名簿

就職コード表 １（修了者及び就職理由による中途退校者）

修了又は中退(就職)・未就職

1
1

○

2 ○

1

＝雇用保険適用就職率：

修了者＋中途退校者（就職理由）－実践コース又は公共職業訓練受講中の者又は受講確定者－65歳以上の者

○
○○

うち、雇用保険被保険者

うち、雇用保険適用事業主

就
職
状
況
回
収
率

就
職
率
（

小
数
点
以
下
切
捨
て
）

0

6

4

参考指標（その他就職率）: ＝ 92%
修了者＋中途退校者（就職理由）

分母のうち
就職状況
回答者

4

0

＝ 92%
0うち、65歳以上の者（就職

コード『8』の者を除く）

うち、雇用保険適用事業主
（65歳以上の者を除く） 0

4

100.0%

雇用保険適用就職率： 分母のうち就職者（被保険者＋適用事業主（65歳以上の者を除く））

修了者＋中途退校者（就職理由）－65歳以上の者

【就職状況調査締切日】

訓練終了日から起算して3か月後の応当日の前日

【就職状況報告締切日】

訓練終了日から起算して4か月後の応当日の前日

【修了・中退】

未修了者は、「中退」とする。

【年齢】

受講開始時の年齢とする。
【自社等就職者】

自社等就職者について該当する場合、○印をつけてください。

【受講者計、就職者計(雇用保険適用)、雇用保険適用就職率】

様式A-15（認定職業訓練に係る就職状況報告書）に記載した内容と一致

しているか確認する。

または

様式 A-34 
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３ 

５ 

６ 

７ 

８ 

２ 

＜ 記 入 例 １ ＞  就 職 し た 又 は 内 定 し た 場

 
※ 訓 練 終 了 日 の 翌 日 か ら
起 算 し て 3 か 月 以 内 の 就
職 状 況 を 自 筆 で ご 記 入 の
上 、訓 練 実 施 機 関 へ 提 出 し
て く だ さ い 。  
 
※ こ の 記 入 例 の ほ か 、様 式
A-14・裏 面 の 注 意 事 項 に
し た が っ て ご 記 入 く だ さ
い 。  

② 
「 求 職 番 号 」は 、ハ ロ ー ワ
ー ク カ ー ド に 記 載 し て あ
る 番 号（ ５ 桁 ＋ 4～ ８ 桁 の
番 号 ） を 記 入 し て く だ さ
い 。  

 
③ 
訓 練 開 始 時 の 年 齢 を 記 入
し て く だ さ い 。  

 

⑤ 
※ 就 職（ 内 定 ）先 の 事 業 所
名 及 び 所 在 地 を 記 入 し て
く だ さ い 。  
 
※ 雇 用 形 態 が 派 遣 の 場 合
は 、「 事 業 所 名 」 及 び 「 事
業 所 の 所 在 地 」に 派 遣 元 の
事 業 所 名 及 び 所 在 地 を 記
入 し て く だ さ い 。（ 併 せ て 、
「 雇 用 形 態 」の 欄 に 派 遣 先
の 事 業 所 名 及 び 電 話 番 号
を 記 入 し て く だ さ い 。）  

⑦ 
「 就 職（ 予 定 ）日 」は 、雇 用（ 予 定 ）期 間 の
初 日（ 派 遣 の 場 合 は 、派 遣 先 で の 勤 務 (予 定 )
期 間 の 初 日 ） を 記 入 し て く だ さ い 。  
内 定（ 就 職 予 定 日 が 訓 練 終 了 後 ３ か 月 を 超 え
る 場 合 に 限 る ）の 場 合 は 、就 職 予 定 日 を 記 入
す る と と も に 、 内 定 日 を 記 入 し て く だ さ い 。 

 

⑧ 
※ 雇 用 形 態 が 派 遣 の 場 合 は 、 派 遣 先 事 業 所 名 及 び 派 遣 先 事 業 所 の 電
話 番 号 を 記 入 し て く だ さ い 。（ 派 遣 先 が 決 定 し て い る も の の 、守 秘 義
務 契 約 等 に よ り 記 載 で き な い 場 合 は 、 派 遣 先 名 に 記 載 で き な い 理 由
を 記 入 し て く だ さ い 。）  
 
※ 派 遣 登 録 を し て い る 場 合 で あ っ て も 、 訓 練 終 了 日 の 翌 日 か ら 起 算
し て ３ か 月 以 内 に 派 遣 先 事 業 所 が 決 定 し て い な い 場 合 は 、「 ３  未 就
職 」 と し て く だ さ い 。  
 

１ 

①   
修 了 者 等 が 当 該 報 告 書 を
記 入 し 、訓 練 実 施 機 関 に 提
出 す る 日（ 訓 練 終 了 日 又 は
退 校 日 以 降 の 日 付 ）を 記 入
し て く だ さ い 。  

⑥ 
「 採 用 さ れ た 部 署 名 ／ 職
種 」は 、記 入 時 点 で 把 握 し
て い る 内 容 を 記 入 し て く
だ さ い 。（ 定 め ら れ て い な
い 場 合 や 不 明 な 場 合 は 、空
欄 と し て く だ さ い 。）  

 

４ 

④ 
雇 用 保 険 受 給 者 の 場 合 は
「 給 付 を 受 け て い な か っ
た 」 に 〇 を つ け て く だ さ
い 。  

（参考）様式 A-14 
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職業訓練受講給付金支給申請書（様式 B-6）裏面 



 
 

ハローワーク（公共職業安定所）一覧 
 

安定所 郵便番号 所 在 地 電話番号 

川口 〒332-0031 川口市青木 3-2-7 048-251-2901 

熊谷 〒360-0014 熊谷市箱田 5-6-2 048-522-5656 

本庄 〒367-0053 本庄市中央 2-5-1 0495-22-2448 

大宮 〒330-0852 
さいたま市大宮区大成町

1-525 
048-667-8609 

川越 〒350-1118 
川越市豊田本 1-19-8    

川越合同庁舎 
049-242-0197 

東松山 〒355-0073 東松山市上野本 1088-4 0493-22-0240 

浦和 〒330-0061 
さいたま市浦和区常盤

5-8-40 
048-832-2461 

所沢 〒359-0042 
所沢市並木 6-1-3     

所沢合同庁舎 1･2F 
04-2992-8609 

飯能 〒357-0021 
飯能市双柳 94-15     

飯能合同庁舎 1F 
042-974-2345 

秩父 〒369-1871 秩父市下影森 1002-1 0494-22-3215 

春日部 〒344-0036 春日部市下大増新田 61-3  048-736-7611 

行田 〒361-0023 行田市長野 943 048-556-3151 

草加 〒340-8509 草加市弁天 4-10-7 048-931-6111 

朝霞 〒351-0011 朝霞市本町 1-1-37 048-463-2233 

越谷 〒343-0023 越谷市東越谷 1-5-6 048-969-8609 

   



５ - - - - -

●基本奨励金（保育奨励金）

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

い
ず
れ
か
該
当
す
る
書
類

医療機関又は調剤薬局の領収書（写）

処方箋袋（薬袋）（写）

薬剤情報提供書（写）

診療明細書（写）

奨励金の支給申請に係る提出書類一覧表
R3.12.20

訓 練 実 施 機 関

訓練科名 訓練番号 11

支給申請期間　　　　　月　　　日　～　　　　　月　　　日

提　出　書　類 留　意　事　項

認定通知書（写）
様式
A-21

（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構が発行した通知書。

基
本
奨
励
金
必
須
書
類

認定職業訓練実施基本奨励金（保育奨励
金）支給申請書

様式
A-31

「奨励金を支給申請される皆さまへ」の記載例を参考に記載してください。
※ 欄外に「捨印」を忘れず押印願います。

受講者出欠報告書（総括表、内訳表）(写)
様式
A-32

受講者名簿(様式A-28：別添1)の名簿順に記入していること。

出席簿の原本及び写し
様式
A-20

必ず、原本も提示ください。
※ キャリアコンサルティング、就職支援、入校式、修了式も出席管理。

※ 実習先ごとの受講者出欠報告書（内訳票）
様式A-32
:　別添

実習先の管理者が確認及び作成していること。

訓練カリキュラム（写）
認定様式

第５号
求職者支援訓練の認定申請時に提出したカリキュラム。(最新のもの）

日別計画表（写）
認定様式

第６号
最新のもの。

通帳の写し（見開き部分）
口座番号と口座名義人が確認できるもの。
※ 特に代表取締役の名前が名義に必要かどうか確認ください。

労働保険概算・確定保険料申告書、領収書(写) 事業主控
保険料を納付したことが確認できる直近の申告書、領収書。
※ 納付期限を超えて未納がある場合、支給対象となりません。

支給申請に係る確認書
埼玉労働局作成のアンケート様式。
※ 特に、雇用保険の適正な届出を行ってください。

感染症に感染したこと又は医師等から自宅待機を
支持されたことにより訓練を欠席した場合（原本）

様式A-39が用意出来ない場合は、様式B-18（写）で代替できる。
様式
A-39

病院名、日付、薬の日数、感染症名等が、全て分かる書類。
（複数枚可）

欠席届・遅刻・早退・欠課届（写） 参考様式３

退校届（写） 実施様式２ 中途退校者が発生している場合には、必ず添付してください。

中途退校者報告書(写)
様式
C-10

退校処分者が発生している場合には、必ず添付してください。

事業所非該当承認通知書（事業主控）(写) 労働保険及び雇用保険を事業所単位で届出していない実施施設のみ。

委任状
申請の提出を社労士に委託した場合。
様式A-31の、作成年月日、氏名、印、電話番号等を必ず記載。



□  託児サービス提供機関としての要件を確認できる書類（写）

□

□ 小規模保育事業を行う事業所の場合

□ 家庭的保育事業を行う事業所の場合

□ 幼保連携型認定こども園の場合

□ 認定外保育施設の場合

□ 託児サービスの実施に要した経費を証明する書類(写）

□ 託児サービス機関との契約書（写）

□ 託児サービスの提供内容を記載した書面

□ 託児サービスを利用した子が分かる書類

訓練期間中に保育を行う事業に要した全部の金額の詳細が分かる書類。※
入会金、入園料、振込手数料含む。

保
育
奨
励
金
必
須
書
類

保育所（保育所型認定こども園を含む）の場合

認定こども園認定書、都道府県知事等から交付された認可外保育施設指導
監督基準を満たす旨の証明書等。

市長村長が家庭的保育事業を行う旨を認可したことが確認できる書類。

都道府県知事等が幼保連携型認定こども園の施設を認可したことが
確認できる書類。
幼保連携型認定こども園設置認可書等。

子の名前と、年齢等が分かるもの。

都道府県知事等が保育所の施設を認可したことが確認できる書類。
児童福祉施設設置認可書、認定こども園認定書等。

市長村長が小規模保育事業を行う旨を認可したことが確認できる書類。

あらかじめ受講生に対して周知した、託児サービスの提供内容を記載した書
面。

い
ず
れ
か
該
当
す
る
書
類



5 - - - - -

●付加奨励金

　　訓練受講者を訓練実施機関が自ら、又は訓練実施機関の関連事業主（訓練実施機関と資本的、経済的、

　　組織的関連性等からみて実質的な一体性が認められる事業主をいう。）に雇入れた場合をいう。

　　尚、実施機関と関連事業主の両者間に実質的な一体性が認められる状況は、以下のいずれかの場合に

　　該当する場合とします。

1 資本金が５０％を超えて出資している場合。

2 取締役会の構成員について次のいずれかに該当すること。

① 代表者が同一人物であること（個人事業主である場合も含む）。

② 取締役を兼務している者が、いずれかの会社について過半数をしめていること。

雇用した者の労働条件が分かる書類（写） 労働条件通知書（写）、雇用契約書（写）等。

雇用した者の勤務実態が分かる書類（写）
雇い入れから2か月間の勤務実態が分かるもの。
出勤簿（写）、賃金台帳（写）等。

自
社
就
職

自社就職とは？

奨励金の支給申請に係る提出書類一覧表

就職状況報告書（写） 修了者等が実施機関に提出した書類（就職理由中途退校者も含む）
様式
A-14

支給申請に係る確認書

複数回支給されている場合は全て。

訓 練 実 施 機 関

認定通知書（写）

基本奨励金支給決定通知書（写）

認定職業訓練就職者名簿

認定職業訓練に係る就職状況報告書（写）
様式
A-15

R2.3.27

訓練終了後に（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構へ提出する書類。

訓練科名 11

提　出　書　類 留　意　事　項

訓練番号

必
須
書
類

認定職業訓練実施付加奨励金支給申請書

別添の記載例を参考に記載してください。

埼玉労働局作成のアンケート様式。
※  特に、雇用保険の適正な届出を行ってください。

口座番号と口座名義人が確認できるもの。
※ 特に代表取締役の名前が名義に必要かどうか確認ください。

労働保険概算・確定保険料申告書、領収書(写)

労働保険及び雇用保険を事業所単位で届出していない実施施設のみ。

事業主控
保険料を納付したことが確認できる直近の申告書、領収書。
※ 納付期限を超えて未納がある場合支給対象となりません。

事業所非該当承認通知書（事業主控）(写)

申請の提出を社労士に委託した場合。
様式A-33の、作成年月日、氏名、印、電話番号等を必ず記載。

様式
A-35

様式
A-34

通帳の写し（見開き部分）

委任状

支給申請期間　　　　　月　　　日　～　　　　　月　　　日

別添の記載例を参考に記載してください。
※ 欄外に「捨印」を忘れず押印願います。

（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構が発行した通知書。

様式
A-33

様式
A-21


